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第１章 計画の概要

１．計画策定の背景と目的

近年、人口減少や少子高齢化、社会インフラの老朽化、財政制約、市民の環境問題等

への関心の高まり、価値観の多様化など、従来には見られなかった情勢の変化に対応し

た都市政策、公園緑地政策が求められています。

さらに、地球温暖化により気候変動が進み、局地化・激甚化する集中豪雨や台風等に

よる都市型水害が各地で発生しているほか、新型コロナウイルス感染症が報告されて以

降、ウィズコロナ及びアフターコロナの新たな生活様式の中で、公園や緑地のあり方も

変化しました。

また、カーボンニュートラルへの取組やSDGsの達成へ貢献する持続可能なまちづくり

の推進にも緑は重要な役割が期待されます。

一方、本市の公園緑地は、施設の老朽化や樹木の生長により維持管理費の増大や人口

減少、少子高齢化に伴う緑の担い手不足が予測され、ニーズ等の変化に応じて公園も変

わることが必要です。また、公園緑地を地域のニーズや特性に応じ、配置や機能の再編、

統廃合を行うことにより、緑地の保全や公園の利用促進、都市機能の強化等につながる

ものと考えられます。

本計画は、都市緑地法に基づき、総合的に都市における緑地の保全や緑化の推進に関

して方針を定める「緑に関するマスタープラン」であり、これら社会情勢の変化を踏ま

えつつ、上位関連計画と整合した一体的なまちづくりを進めるために、市民や地域等と

連携しながら、緑の多面的な機能を生かした総合的な施策や取組を推進するために策定

するものです。
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本計画は、上位計画である「第３次射水市総合計画」や各種関連計画等との整合を図

り、本市における緑のまちづくりを総合的かつ計画的に推進する計画として位置づけま

す。

【計画体系図】

第３次射水市総合計画

（まちの将来像「いろどり ひろがる ムズムズ射水」）

即す

・射水市都市計画マスタープラン

・射水市立地適正化計画

・射水市環境基本計画

・射水市農業振興地域整備計画

・射水市森づくりプラン など

射水市緑の基本計画

緑地の保全や公園整備等の具体的な施策

即す

連携
整合

基づく

緑化景観緑地の保全公園整備・再整備

本計画の期間は、長期的な見通しを持って定めることから、令和５(2023)年度を基準

年とし、概ね20年後の令和25(2043)年度を目標年次とします。

対象区域は、行政区域全域を対象とします。

２．計画の位置づけ

３．計画期間

４．計画の対象区域
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本計画において対象とする緑は、都市公園や公共施設の緑地、市民緑地、民間施設の

緑化空間等を含む「施設緑地」と法による地域指定や協定・条例等によって保全が定め

られている「地域制緑地」とします。

協定によるもの
・緑地協定（都市緑地保全法）で定めるもの

・景観協定で緑地に係る事項を定めているもの（景観法）

法によるもの
・風致地区（都市計画法）

・特別緑地保全地区（都市緑地法）

・景観地区で緑地に係る事項を定めているもの（景観法）

・農業振興地域、農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律）

・生産緑地地区（生産緑地法）

・河川区域（河川法）

・保安林区域（森林法）、地域森林計画対象民有林（森林法）

・保存樹・保存樹林（美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律）

・史跡・名勝・天然記念物等の文化財で緑地として扱えるもの（文化財保護法） など

公共施設緑地

緑

地

都市公園

都市公園
以外

条例等によるもの
・条例・要綱・契約、協定等による緑地の保全地区や緑化の協定区域、

樹林地の保存契約、協定による工場植栽地 など

施
設
緑
地

地
域
制
緑
地

準公共的施設緑地（市民緑地）

民間施設緑地（市が設置していない市民農園、社寺境内地、
民間の屋上・壁面緑化空間 など）

都市公園以外で公園緑地に準じる機能を持つ
施設
（都市公園を除く公共空地、市設置の市民農
園・運動場 など）

公共公益施設における植栽地等
（学校の植栽地、下水処理場等の付属緑地 など）

※出典：国土交通省 都市局 都市計画課/公園緑地・景観課 監修「緑の基本計画ハンドブック 令和３年改訂版」

都市公園法で規定するもの
（街区公園、近隣公園 など）

５．対象とする緑
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１）住民の安全安心な暮らしを支える防災効果

丘陵地や保安林等の緑は、水源かん養による洪水の緩和

や土砂の流出防止、水害を防ぐ雨水の保水機能など、気候

や水循環をコントロールする機能も有しています。また、

公園や緑地を始めとするオープンスペースは、火災時の延

焼防止や災害時の避難場所、防災拠点に活用されており、

住民の安全・安心な暮らしを支えています。

２）まちの生活環境を保全する効果

山地や公園等の緑は、酸素の供給や大気の浄化作用、二

酸化炭素を吸収し地球温暖化を抑制するほか、動植物の生

息環境となり生物多様性を確保する機能を有しています。

また、都市部におけるヒートアイランド現象の緩和や防

音・防風効果もあり、地球環境や都市環境等のまちの生活

環境の保全に役立っています。

公園や緑地は、子どもから高齢者までの幅広い世代の憩

いやスポーツ、健康増進等に寄与するレクリエーション活

動の拠点となっています。また、緑が魅せる四季折々の豊

かな表情は、精神的なやすらぎを与え、ストレスや疲れを

癒す効果があり、住民の暮らしを健康的で豊かにする機能

を有しています。

６．緑の効果

３）心身のリフレッシュや健康増進等に寄与するレクリエーション効果
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４）まちに潤いを与え、地域固有の景観を形成する効果

丘陵地や河川、街路樹等の緑は、まちに潤いや彩りを与

え、美しい都市景観を形成する重要な要素となっています。

これらの緑と地域に息づく歴史的な緑やシンボリックな緑

が相まって、地域固有の景観を形成する機能を有していま

す。

５）地域コミュニティを醸成し、地域の絆を深める効果

公園における地域行事等の活動は、子どもから高齢者ま

での幅広い年齢層の方々とまちをつなぎ、良好な地域コ

ミュニティの醸成に寄与します。活動を通じて、地域内外

や世代間の交流が促進され、地域の絆を深める機能を有し

ています。

また、市民やNPO及び事業者等の公園管理者以外が主体

となり、公園の維持管理や緑化活動に参加することが期待

されます。

６）賑わいを創出し、地域経済を活性化する効果

四季の彩りが感じられる緑や利便性が高く拠点性のある

オープンスペースは、地域内外からの来訪者をもてなし、

まちの魅力の向上につながります。また、これらオープン

スペースにおける様々なイベント等の開催は、さらなる賑

わいを創出し、地域経済の活性化にも寄与します。

第１章 計画の概要
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１）DX/GX※の推進による住民のQOL等の向上

令和２(2020)年から続く新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、人々のライフスタイ

ルに大きな変化をもたらし、外出機会が制限される中、「QOL（Quality of life・生活の

質）の向上」や「Well-being（心ゆたかな暮らし）」の意識が高まり、これを実現する有

効な手法として、デジタル技術や環境保全に寄与しつつ人々に精神的な安らぎを与える緑

の効果の重要性が再認識されています。これらデジタル技術や緑の効果を活用し、ハー

ド・ソフトの両面から都市空間における人々の生活やまちづくり活動の利便性向上や持続

可能な社会の実現を図る取組が求められています。

２）安全安心なまちづくり意識の高まり

近年、「令和２(2020)年７月豪雨」や県内初の「令和５(2023)年７月線状降水帯」など、

地球温暖化に伴う異常気象が発生し、自然災害の頻発化や災害の激甚化が顕著となってい

ます。このことから、自然災害のリスクに対する減災やレジリエンス（回復力）を高める

ことなど、安心安全に対する意識が高まっています。

また、高度経済成長期以降に整備された社会基盤の老朽化が進んでいます。今後、施設

の安全性を確保するため、更新や修繕等の維持管理費の増加が見込まれており、ライフサ

イクルコストを見据えたコストの平準化が求められています。これらのことから、地球温

暖化対策として脱炭素のまちづくりやカーボンニュートラル実現に向けた取組を推進して

いく必要があります。

用語解説 ＧＸ

Green Transformationの略称。温室効果ガスの排出抑制を目指す取組を、経済成長の機会と考え、産業競争力
の向上や社会全体の変革につなげようとする活動のこと

７．社会情勢の変化
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３）新型コロナウイルス感染症の拡大に伴うライフスタイルの変化と価値観の多様化

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、在宅勤務やテレワークの急速な進展、自

宅での活動時間、オープンスペース利用者の増加など、人々のライフスタイルやワークス

タイルは大きく変化し、「働き方」や「暮らし方」に対する価値観が多様化しています。

このことを踏まえ、新しい生活様式（ニューノーマル）を取り入れたまちづくりが模索さ

れており、公園を始めとするオープンスペースにおいても、様々な利用ニーズに対し、柔

軟に応えられる魅力ある空間づくりが期待されています。

４）緑の質の向上に向けたオープンスペース政策の展開

平成28(2016)年５月に国土交通省は「新たな時代の都市マネジメントに対応した都市公

園等のあり方検討会 最終報告書」を公表し、これからは緑とオープンスペースのポテン

シャルを、都市のため、地域のため、市民のために最大限引き出すことを重視するステー

ジ（新たなステージ）へと移行すべきとの方針を示しています。

また、緑の基本計画を活用した都市の再構築や民有地の緑地との連携強化、公園の配置

の見直し等について言及しています。

第１章 計画の概要
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第２章 緑の現況と課題

令和２(2020)年の本市の総人口は約91千人であり、国立社会保障・人口問題研究所

（社人研）の推計によると、今後、本市の人口は減少が進むと推計されています。

令和２(2020)年の年齢３区分別人口は、年少人口（15歳未満）が約11千人（12％）、

生産年齢人口（15歳以上65歳未満）が約52千人（57％）、老年人口（65歳以上）が約28

千人（31％）となっており、今後、さらに少子高齢化が進行すると推計されています。

【総人口の推移】

93,50394,209 93,58892,30890,742
88,702

86,511
84,094

81,647
79,299

77,082
74,772

72,303

87,286
83,938

80,332
76,544

72,885
69,363

65,712
61,833

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42

（人） 国勢調査 人口ビジョン目標推計 社人研推計準拠

【年齢３区分別人口の推移】

13,687
13,315

11,280 10,953 11,541 11,567 10,779

62,180
57,654

51,680 48,248

42,144
38,781 37,822

17,633
22,399

27,782 27,310 27,962
26,734

23,702

9,488 8,375 7,562 6,500

47,260

40,331
35,216

31,392

27,190 27,838 26,585
23,401

0

20,000

40,000

60,000

80,000

H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42

（人）

年少人口（目標人口推計） 生産年齢人口（目標人口推計） 老年人口（目標人口推計）

年少人口（社人研推計準拠） 生産年齢人口（社人研推計準拠） 老年人口（社人研推計準拠）

※社人研推計準拠のR7以降は、H27を基準に推計
出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

※社人研推計準拠のR7以降は、H27を基準に推計
出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

１．人口の推移



9‐ ‐

第２章 緑の現況と課題

本市の観光客数は、平成27(2015)年の北陸新幹線開業後にピークを迎え、その後4,000

千人前後で推移していましたが、令和２(2020)年以降、新型コロナウイルスの影響によ

り約４割減少し、2,400千人程度となっており、令和４(2022)年からは回復傾向が見られ

ます。主要な観光施設としては、「海王丸パーク」や「県民公園太閤山ランド」が挙げ

られ、公園緑地が本市の観光名所となっています。

今後、北陸新幹線敦賀延伸や大阪・関西万博、新型コロナウイルス感染拡大の落ち

着き等により、首都圏や関西圏、海外等からの交流人口の増加が期待されます。

3,968 3,870 3,938
4,135 4,182

3,997 4,028 4,090

2,362 2,432

3,217

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

(千人) 【観光客数の推移】

【主要観光施設等入込数】

出典：富山県「富山県観光客入込数等」

令和４年入込数（人）平成28年入込数（人）観光施設

815,5001,016,100海王丸パーク

712,079808,347県民公園太閤山ランド

619,171752,013道の駅カモンパーク新湊

264,560621,200新湊きっときと市場

23,900148,700櫛田神社

138,400122,650県民公園新港の森

36,35965,384川の駅新湊

55,64557,459太閤山カントリークラブ

54,44147,769小杉カントリークラブ

35,56946,631下村パークゴルフ場

30,21538,277パークゴルフ南郷

27,38536,818大島絵本館

2,96328,419海老江海浜公園海水浴場

5,41724,032放生津八幡宮

10,79914,549陶房匠の里

6,5289,113新湊博物館

4,1905,380蓮王寺

167,865―※クロスベイ新湊

※建築前のため調査実施できず
出典：庁内資料 令和５年３月31日時点

２．交流人口の推移
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平成30(2018)年における土地利用状況は、都市計画区域内の半分を農地や丘陵地、河

川等の緑の土地利用が占め、市街化区域を中心に住宅用地や工業用地、公共公益施設等

の都市的な土地利用がなされています。

【都市計画区域内の土地利用】

出典：射水市都市計画基礎調査（平成30年）

面積（ha） 割合

緑の土地利用 5,520 55%

都市的土地利用 4,438 45%

都市計画区域　計 9,958 100%

都市計画基礎調査における土地利用区分（細分用途）

細分用途

田 水田

畑 畑、樹園地、採草地、養鶏（牛、豚）場

山林 樹林地

水面 河川水面、湖沼、ため池、用水路、濠、運河水面

その他自然地 原野・牧野、荒れ地※1、低湿地、河川敷・河原、海浜、湖岸

公共空地 公園・緑地、広場、運動場、墓園

住宅用地 住宅、共同住宅、店舗等併用住宅　等

商業用地 業務施設、商業施設、宿泊施設、商業系用途複合施設

工業用地 工場

農林漁業施設用地 農林漁業用施設

公益施設用地 官公庁施設、文教厚生施設、供給処理施設

道路用地 道路、駅前広場

交通施設用地 運輸倉庫施設

その他公的施設用地 防衛施設用地

その他の空地 平面駐車場、改変工事中の土地、未利用地※2、ゴルフ場

自

然

的

土

地

利

用

都

市

的

土

地

利

用

用途区分

※1 耕作放棄地等自然的状況のものを指す
※2 建物跡地、資材置場等都市的状況のものを指す

緑の土地利用

３．緑の土地利用
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本市の緑は、丘陵や森林、平野部の農地、河川等の地形が生み出した「自然環境に関

する緑」を基盤とし、現在まで先人から受け継いできた農業地や歴史的文化を反映した

「社会的な緑」や公園・街路樹等の「都市の緑」が暮らしの中で重なり合っています。

【射水市の地形図】

４．緑の特性
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４．緑の特性

１）自然環境に関する緑

南部丘陵には、豊かな樹林地を有し、北部海岸部や庄川、下条川等の主要河川には豊か

な水辺環境が広がっており、緑の基盤・骨格を形成しています。

基盤・骨格となる緑は、主に動植物の生息場所となるだけでなく、環境保全や防災、レ

クリエーション機能等を有しており、連続性のある一体的な保全や有効活用が図られてい

ます。

近年は、洪水や土砂災害等の大規模災害が懸念され、この対応が課題となっています。

【自然環境現況図】

出典：射水市都市計画マスタープラン P23を編集
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２）社会的な緑

コミュニティや歴史・文化等から創造される社会的な緑には、小杉丸山遺跡や串田新遺

跡の国指定史跡等の歴史文化資源が多く挙げられます。

これらの緑は、古くから地域の暮らしに息づき、本市の歴史を伝えるシンボルとして、

文化財の指定等により、その価値や魅力を保全してきました。

近年ではこれらの歴史文化資源の魅力の維持向上が求められています。

【地域の歴史文化資源位置図】

出典：射水市HP「指定文化財一覧（天然記念物）」
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４．緑の特性

３）都市の緑

（１）施設緑地の整備

本市の都市公園は、令和４(2022)年度末で都市公園

が151箇所、221haが整備されており、公共施設緑地を

含めると358箇所、317haとなっています。

一人当たりの都市公園面積は24.2㎡であり、県全体

の16.0㎡と比較して1.5倍大きく、整備水準は高い状

況となっています。

本市の人口は、平成17(2005)年をピークに減少傾向

に転じており、「第３次射水市総合計画」では、令和

14(2032)年の目標人口を86,000人と定めています。

人口減少が進行する中、将来の需要を見据えた公園

の役割や管理形態等の見直しが必要となっています。

【公園緑地の箇所数と面積】

出典：庁内資料（令和５年３月31日時点）

備考面積（ha）箇所区 分

19.93114街区公園

都
市
公
園

三日曽根公園、グリーンパークだいもん、天池公園など17.509近隣公園

足洗潟公園、大島北野河川公園、大島中央公園13.323地区公園

歌の森運動公園9.361運動公園

県民公園太閤山ランド95.901広域公園

薬勝寺池公園19.701風致公園

中山公園1.581歴史公園

県民公園新港の森9.701緩衝緑地

海老江緑地、庄川右岸緑地、太閤山第1号緑地など32.8419都市緑地

いさりび緑道0.951緑道

220.78151小 計

児童遊園地、小公園、公民館緑地、市民農園など51.16174その他公園等
公
共
施
設

緑
地

小中学校グラウンドなど45.2333グラウンド等

96.39207小 計

317.17358合 計

出典：庁内資料（令和５年３月31日時点）
富山県 国土交通省都市公園データベース
「都道府県別一人当たり都市公園等整備
現況」（令和４年３月31日時点）

【一人当たりの都市公園面積の比較】
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※近隣住区＝幹線街路等に囲まれた概ね１㎞四方（面積100ha）の居住単位
出典：国土交通省HP（公園とみどり）

内 容種 別種類

もっぱら街区に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致距離

250mの範囲内で１箇所当たり面積0.25haを標準として配置する。
街区公園

住
区
基
幹
公
園

主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園で近隣住区※

当たり１箇所を誘致距離500mの範囲内で１箇所当たり面積２haを標準として配

置する。

近隣公園

主として徒歩圏内に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致

距離１kmの範囲内で１箇所当たり面積４haを標準として配置する。都市計画区

域外の一定の町村における特定地区公園（カントリーパーク）は、面積４ha以

上を標準とする。

地区公園

都市住民全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供すること

を目的とする公園で都市規模に応じ１箇所当たり面積10～50haを標準として配

置する。

総合公園
都
市
基
幹
公
園

都市住民全般の主として運動の用に供することを目的とする公園で都市規模

に応じ１箇所当たり面積15～75haを標準として配置する。
運動公園

主として一の市町村の区域を超える広域のレクリエ－ション需要を充足する

ことを目的とする公園で、地方生活圏等広域的なブロック単位ごとに１箇所当

たり面積50ha以上を標準として配置する。

広域公園

大
規
模
公
園

大都市その他の都市圏域から発生する多様かつ選択性に富んだ広域レクリエ

－ション需要を充足することを目的とし、総合的な都市計画に基づき、自然環

境の良好な地域を主体に、大規模な公園を核として各種のレクリエ－ション施

設が配置される一団の地域であり、大都市圏その他の都市圏域から容易に到達

可能な場所に、全体規模1000haを標準として配置する。

レクリエー
ション都市

主として一の都府県の区域を超えるような広域的な利用に供することを目的

として国が設置する大規模な公園にあっては、１箇所当たり面積おおむね

300ha以上を標準として配置する。国家的な記念事業等として設置するものに

あっては、その設置目的にふさわしい内容を有するように配置する。

国営公園

風致公園、動植物公園、歴史公園、墓園等特殊な公園で、その目的に則し配

置する。
特殊公園

緩
衝
緑
地
等

大気汚染、騒音、振動、悪臭等の公害防止、緩和若しくはコンビナ－ト地帯

等の災害の防止を図ることを目的とする緑地で、公害、災害発生源地域と住居

地域、商業地域等とを分離遮断することが必要な位置について公害、災害の状

況に応じ配置する。

緩衝緑地

主として都市の自然的環境の保全並びに改善、都市の景観の向上を図るため

に設けられている緑地であり、１箇所当たり面積0.1ha以上を標準として配置

する。但し、既成市街地等において良好な樹林地等がある場合あるいは植樹に

より都市に緑を増加又は回復させ都市環境の改善を図るために緑地を設ける場

合にあってはその規模を0.05ha以上とする。(都市計画決定を行わずに借地に

より整備し都市公園として配置するものを含む)

都市緑地

災害時における避難路の確保、都市生活の安全性及び快適性の確保等を図る

ことを目的として、近隣住区又は近隣住区相互を連絡するように設けられる植

樹帯及び歩行者路又は自転車路を主体とする緑地で幅員10～20mを標準として、

公園、学校、ショッピングセンタ－、駅前広場等を相互に結ぶよう配置する。

緑道

【都市公園の種類】
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